
（単位：円）

①契約の相手方
法人名称

②物品役務等、
公共工事等の名称

③契約形態の別 ④当初契約金額 ⑤契約締結日 ⑥備考欄

（社）コンピュータソフト
ウェア著作権協会

貿易投資円滑化支援事業（中国（大連）「ソフトウェア管理教育支援」）専
門家派遣

随意契約
（競争性あり）

1,548,000 2009/10/1

（社）日本化学工業協
会

貿易投資円滑化支援事業（インドネシア「レスポンシブルケア能力構築
支援」）専門家派遣

随意契約
（競争性あり）

1,516,000 2009/10/13

（社）海外農業開発協
会

進出可能性調査（フィリピン共和国）委託 一般競争入札 9,462,064 2009/11/26

（財）国際貿易投資研
究所

主要国の国別・商品別数量分析、貿易データ等作成・更新委託 一般競争入札 6,810,342 2009/12/17

(注2）契約締結日の早いものから記載すること。契約締結日が同じものについては契約金額の大きいものから順に記載すること。

（様式１－４） 法人名：独立行政法人日本貿易振興機構

21年度予算における公益法人等への契約による支出状況（第３四半期）

【記載要領】

(注1）｢公益法人等｣には、特例民法法人、一般社団・財団法人及び公益社団・財団法人が含まれている。

(注3）｢物品役務等、公共工事等の名称｣の欄には、｢公共調達の適正化について（平成18年8月25日付財計第2017号）に基づく競争入札に係る情報の公表｣にお
　　　いて用いられている名称などを参考に記載すること。

(注4）｢契約形態の別｣の欄には、一般競争入札、指名競争入札、随意契約（競争性の有無）の別を記載すること。

(注5）危機管理等の観点から契約の相手方や物品役務等の名称を公表することが適当でないと判断される場合は、該当箇所にその旨を記載すること。


